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２
０
１
３
～
15
年
、
国
が
生
活

保
護
基
準
額
を
引
き
下
げ
た
の
は

違
法
だ
と
し
て
、
受
給
者
等
が
減

額
処
分
取
り
消
し
等
を
求
め
た
大

阪
、
愛
知
の
２
件
の
訴
訟
の
上
告

審
判
決
で
、
最
高
裁
第
３
小
法
廷

は
国
の
対
応
を「
違
法
」
と
断
じ

た
。
処
分
を
取
り
消
さ
れ
た
側
の

厚
生
労
働
省
か
ら
は「
想
定
さ
れ

た
と
は
い
え
、
影
響
が
大
き
過
ぎ

る
」（
幹
部
）と
の
呻
き
声
が
聞
こ

え
て
く
る
。

「
違
法
性
が
認
め
ら
れ
た
」

「
司
法
は
生
き
て
い
た
」↘

６
月
27
日
午
後
。
勝
訴
に
沸
く
原
告
団
の
様
子
を
中
継
す

る
テ
レ
ビ
画
面
を
見
や
り
な
が
ら
、
基
準
額
を
引
き
下
げ
た

当
時
の
厚
労
省
幹
部
だ
っ
た
同
省
Ｏ
Ｂ
は「
や
っ
ぱ
り
断
罪

さ
れ
た
ね
」と
、
ポ
ツ
リ
と
こ
ぼ
し
た
。

問
題
化
し
た
の
は
、
国
が
13
～
15
年
に「
生
活
保
護
費
の

６
７
０
億
円
削
減
」を
掲
げ
、保
護
費
の
内
食
費
等
の「
生
活

扶
助
」を
最
大
で
10
％
引
き
下
げ
た
事
だ
っ
た
。
減
額
分
の

約
５
８
０
億
円
分
に
つ
い
て
は
物
価
下
落
を
反
映
さ
せ
た

「
デ
フ
レ
調
整
」、
約
90
億
円
分
は
生
活
保
護
非
受
給
の
低
所

得
世
帯
と
バ
ラ
ン
ス
を
取
る「
ゆ
が
み
調
整
」と
し
て
い
た
。

デ
フ
レ
調
整
と
し
て
同
省
は
08
～
11
年
の
物
価
下
落
率
を

４
・
78
％
と
独
自
に
算
出
し
た
。
し
か
し
同
期
間
の
総
務
省

の
消
費
者
物
価
指
数
の
下
落
率
は
２
・
35
％
と
半
分
以
下
だ
。

こ
の
差
は
生
活
保
護
世
帯
が
余
り
買
う
事
が
無
い
パ
ソ
コ
↘

断
は
分
か
れ
て
い
た
が
、
最
高
裁
は「
物
価
変
動
率
の
み
を

直
接
の
指
標
と
し
て
用
い
た
事
は
専
門
的
知
見
と
の
整
合
性

を
欠
く
」と
指
弾
し
、
厚
労
相
の
判
断
に
は
裁
量
権
の
逸
脱
、

乱
用
が
有
っ
た
と
し
て
、
違
法
だ
と
し
た
。

08
年
の
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
で
生
活
保
護
の
受
給
者
は
膨

ら
み
、
そ
の
後
不
正
受
給
等
が
取
り
沙
汰
さ
れ
た
事
で「
生

活
保
護
バ
ッ
シ
ン
グ
」の
世
相
が
生
ま
れ
て
い
た
。
こ
れ
を

好
機
と
捉
え
た
の
が
当
時
の
野
党
・
自
民
党
だ
っ
た
。
12
年

12
月
の
衆
院
選
で「
生
活
保
護
費
の
10
％
カ
ッ
ト
」を
公
約

に
掲
げ
て
選
挙
に
勝
ち
、
故
・
安
倍
晋
三
氏
が
首
相
に
カ
ム

バ
ッ
ク
し
た
。

翌
13
年
度
は
５
年
に
１
度
の
生
活
保
護
基
準
の
見
直
し
の

年
で
、
同
省
は
13
年
１
月
、
10
％
減
額
の
方
針
を
打
ち
出
す
。

前
出
の
厚
労
相
Ｏ
Ｂ
は
、「
国
民
に
よ
る
審
判
の
結
果
で
も

あ
る
。
自
民
党
の
意
向
は
無
視
出
来
な
か
っ
た
」と
当
時
を

振
り
返
り
、
無
理
筋
の
減
額
に
手
を
染
め
た
事
を
否
定
し
な

か
っ
た
。

「
省
全
体
で
膨
大
な
作
業
を
迫
ら
れ
る
」

判
決
を
受
け
、
今
の
厚
労
省
幹
部
は
た
め
息
を
漏
ら
す
。

最
高
裁
は
原
告
に
よ
る
国
家
賠
償
請
求
こ
そ
退
け
た
も
の
の
、

18
年
度
の
基
準
見
直
し
迄
違
法
な
削
減
は
続
い
て
お
り
、
こ

の
間
1
カ
月
当
た
り
２
１
０
万
人
程
度
の
受
給
者
が
影
響
を

受
け
て
い
た
と
見
ら
れ
る
。
人
数
の
規
模
は
と
も
か
く
、
当

時
の
妥
当
な
基
準
額
を
決
め
直
し
、
差
額
を
支
給
す
る
対
応

を
厚
労
省
が
迫
ら
れ
る
可
能
性
は
高
い
。

複
雑
な
の
は
、
生
活
保
護
費
の
基
準
額
が
国
民
健
康
保
険

や
介
護
保
険
料
の
減
免
等
、
様
々
な
低
所
得
者
対
策
に
連
動

し
て
い
る
点
だ
。
と
り
わ
け
中
国
残
留
邦
人
等
へ
の
支
援
給

付
等
は
生
活
保
護
費
の
基
準
額
に
沿
っ
て
支
給
さ
れ
て
い
る
。

保
育
料
や
就
学
援
助
、
医
療
費
の
助
成
等
を
含
め
、
計
47
の

制
度
に
影
響
す
る
可
能
性
が
有
る
。
そ
れ
ぞ
れ
の
基
準
額
の

見
直
し
は
勿
論
の
事
、
他
の
制
度
で
も
追
加
支
給
を
求
め
る

声
が
出
て
こ
な
い
保
証
は
無
い
。

こ
の
様
に
、
生
活
保
護
費
は
多
く
の
支
援
制
度
の
土
台
と

な
っ
て
い
る
。
自
民
党
へ
の
忖
度
か
ら
、
恣
意
的
に
土
台
を

小
さ
く
し
た
厚
労
省
の
罪
は
大
き
い
。

ン
等
の
価
格
下
落
分
を
大
き

く
反
映
さ
せ
た
事
で
生
じ
た
。

し
か
も
扶
助
費
は「
物
価

動
向
の
み
」を
反
映
さ
せ
る
、

こ
れ
迄
に
例
の
無
い
手
法
で

削
ら
れ
、
同
省
の
専
門
家
部

会
へ
の
説
明
も
無
い
ま
ま
実

行
に
移
さ
れ
た
。
そ
の
結
果
、

生
活
扶
助
費
は
前
年
比
で
平

均
６
・
５
％
引
き
下
げ
ら
れ
、

最
大
で
10
％
減
と
な
っ
た
。

唐
突
な
削
減
に
対
し
、
全
国
29
都
道
府
県
の
地
裁
で
31
件

の
訴
訟
が
起
こ
さ
れ
、原
告
側
は「
物
価
偽
装
だ
」と
強
く
訴

え
た
。
厚
労
省
は
正
当
性
を
主
張
し
、
地
裁
段
階
で
の
判
↖

第
209
回
最
高
裁
が
生
活
保
護
基
準
額
を
引
き
下
げ
た
厚
労
省
を「
断
罪
」


